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研究成果の概要（和文）：本研究は，海上・船上クレーンやレーダー姿勢制御システム等，波浪で動揺するベー
ス上に設置された機械システムの運動制御システムに関するものである．研究期間内において，船体の運動によ
って生じる動揺周波数の変動に対する適応ロバスト運動制御手法および適応ロバスト動揺推定手法を開発した．
前者は各周波数に対するH∞制御器を切り替える手法，後者は適応ゲインを用いたカルマンフィルタおよび通常
のH∞フィルタを組み合わせ，これらを切り替える手法である．制御手法はシミュレーションによる評価，推定
手法はシミュレーションおよびジャイロセンサを用いたモデル実験による評価を行い，それぞれ有効性を確認し
た．

研究成果の概要（英文）：In this study, we consider motion control systems for ocean mechanical 
systems subject to wave-induced base oscillation such as offshore/onboard cranes, radar attitude 
control systems, and so on. In this research term, we have developed an adaptive robust control 
method and an adaptive robust oscillation estimation one to cope with frequency variation due to 
ship motion . The control method is based on switching multiple H∞ controllers for respective 
frequencies. The estimation method is based on selectively combining a Kalaman filter with adaptive 
gain and the conventional H∞ filter. Evaluations were conducted for the control method by 
simulations and for the estimation method by not only simulations but also model experiments using a
 gyro sensor respectively, and consequently those results have shown their effectiveness.

研究分野：制御工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果は，動揺下にある海上機械システムの作業性能および安全性の向上に寄与するものであり，海洋に
おける食料資源のみならず鉱物，エネルギー資源への需要または関心が高まる中，その社会的意義は大きいと考
える．また，学術面においては，特に推定手法の基礎となるイノベーション（計測値と計測値の推定値の差）に
基づいたカルマンゲインの適応化およびH∞フィルタとのスイッチングは新たな手法であり，それぞれのフィル
タの利点を活用した有効な手法として大きな意義を有する．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
海上でのベースが動揺する機械システムの運動制御について，国外においては，クレーン，
ドリル等を対象にしたヒーブモーション補償付運動制御に関して研究が行われてきた．これら
で応用されている制御手法としては，外乱オブザーバ，LQ 最適制御，入出力線形化等である． 
一方，国内においては，本研究代表者が，前述のモデルシステムとしての「動揺ベースマニピ
ュレータ」を対象としたロバスト運動制御に関する研究成果を発表し，さらにこれまでの成果
を monograph として出版した．このモデルシステムは 1自由度動揺ベースおよび 2自由度マニ
ピュレータから構成されている．本システムを対象として，ベースが動揺する環境下で，動揺
による外乱を抑制しながら，所望の運動制御が達成できる制御手法の開発を目的として，H∞制
御および PD 制御を組み合わせた手法，非線形な切り替え超平面を利用したスライディングモー
ド制御による 2種類の方法を提案した．提案手法を評価するために，シミュレーションのみな
らず，実験用システムを開発し，モデル実験によってもその有効性を確認することができた． 
 しかしながら，提案手法は，「動揺周波数の変動が小さいこと」，「ベースの動揺が精度よく計
測できること」を前提としているため，状況によっては適用できない場合がある．例えば，船
舶などの移動するベースでは波浪との出会い方向，船速の変化に応じて，動揺周波数が大きく
変動する場合がある．一方，ベースの動揺を計測するために，一般的なジャイロセンサを用い
て，それを積分すると，ドリフトや積分誤差により計測の精度が悪化する場合がある． 
 よって，本研究ではこれらの問題点を解決するために，「動揺周波数の大きな変動に対して適
応的に制御できる手法」，「比較的安価なジャイロセンサ等でもベースの動揺が精度よく推定で
きる手法」，さらに「周波数変動に対応できる運動制御手法」の開発を目的とした． 
  
２．研究の目的 
 
本研究は，まず，周波数変動に対する適応制御手法の開発を目的として，H∞制御をゲインス
ケジューリング化する手法および H∞制御器をスイッチングする手法をそれぞれ検討する．対
象とする制御問題に対応するそれぞれの制御則導出方法を理論的に構築し，シミュレーション
およびモデル実験による評価を行う． 
 つぎに，動揺の推定手法については，カルマンフィルタおよび複数の H∞フィルタを用いて，
イノベーション（計測値と推定値の偏差）より計算される指標に基づいて，選択的に組み合わ
せて推定を行う手法について検討する．制御手法と同様に，理論的なフィルタ則の構築，シミ
ュレーションおよびモデル実験による評価を行う． 
 
３．研究の方法 
 
以上の背景および目的の下，本研究を以下のとおり実施した． 
１）ベースの動揺を一般的なジャイロセンサを用いて精度よく推定するための手法の開発を目
的として，フィルタリングアルゴリズムの考案・定式化，シミュレーションによる評価，実験
による評価を行った． 
２）ベースの動揺周波数が大きく変動しても適応的に制御可能な手法の開発を目的として，制
御アルゴリズムの考案・定式化，シミュレーションによる評価を行った． 
３）上記，動揺推定手法および適応制御手法を組み合わせた総合的な評価をシミュレーション
により評価を行った． 
 
４．研究成果 
 
研究期間内において，船体の運動によって生じる動揺周波数の変動に対する適応ロバスト運
動制御手法および適応ロバスト動揺推定手法を開発した．前者は各周波数に対する H∞制御器
を切り替える手法，後者は適応ゲインを用いたカルマンフィルタおよび通常の H∞フィルタを
組み合わせ，これらを切り替える手法である．制御手法はシミュレーションによる評価，推定
手法はシミュレーションおよびジャイロセンサを用いたモデル実験による評価を行い，それぞ
れ有効性を確認した．以下にそれぞれの詳細を説明する． 
まず，本研究で開発した動揺推定のためのフィルタリング手法は，未知の時間変動をする線
形システムに対して利用可能なフィルタリング手法であり，非線形システムに利用可能な場合
もある．この場合は，非線形システムに対して線形モデルを適用し，誤差についてアルゴリズ
ムの適応性およびロバスト性で対処するものである．フィルタリング手法のポイントは，イノ
ベーションのパワーに基づいてゲインを適応化した適応カルマンフィルタと通常の H∞フィル
タをそれぞれのイノベーションのパワーの比を基準として，スイッチングする点にある．これ
により，ガウス性ノイズに効果的なカルマンフィルタと確定的なノイズやシステムの不確定性
にロバストな H∞フィルタの利点を生かすことが可能である． 
本手法の有効性を検証するために周波数が時間変動する単振動システムおよび海洋波による
船舶の動揺システムを対象として，ジャイロセンサを想定して，角加速度データを用いて動揺
角を推定する問題を設定し，シミュレーションにより本手法の有効性を確認した．船舶動揺モ



デルとしては，線形システムのみならず復元項に軟化バネ（転覆モデルの基礎となる）や硬化
バネを有する非線形システムについても適用を試みたが，いずれの場合も提案したアルゴリズ
ムは有効であった．さらに，船舶の動揺システムについては，モータ制御により動揺を再現で
きる実験装置を用いて，比較的安価なジャイロセンサに本手法を適用して，実時間においても
開発してアルゴリズムが実装可能であり，比較的ノイズが大きい環境においても有効な推定が
可能であることを確認した．なお，これらの検証結果から，ノイズが大きい場合にはカルマン
フィルタが選択され，モデル変動が大きい場合には H∞フィルタが選択されることを確認し，
提案したフィルタリング手法が初期のねらいどおりの性能を発揮することを確認した． 
さらに，本手法の開発過程において，既往の研究では見当たらなかった，システムの不可制
御極（推定の意味で）が単位円上に存在する場合の，カルマンフィルタの逐次漸近安定性を保
障する十分条件を導出し，それに基づいて適応カルマンフィルタの適応ゲイン採用の可否を判
定している． この判定条件を適用した場合と，判定条件は適用せずにすべての時間ステップで
適応ゲインを採用した場合とをシミュレーションにより比較すると，判定条件を適用したフィ
ルタの方がよい性能を示した． 
これらの成果について，IEEE Transactions on Industrial Electronics へ regular paper
として投稿し，掲載可となった．論文タイトルは”Adaptive Algorithms of Tuning and Switching 
Kalman and H∞ Filters and Their Application to Estimation of Ship Oscillation with 
Time-Varying Frequencies であり，early access バージョンについてはすでにインターネット
上で閲覧可能である． 
 つぎに，周波数変動に対応する適応運動制御手法について説明する．H∞制御をゲインスケジ
ューリング化する手法および異なる周波数に対応した複数の H∞制御器をスイッチングする手
法をそれぞれ検討した．開発した動揺推定手法による周波数推定値により，ゲインスケジュー
リングおよびスイッチング手法をシミュレーションにより，それぞれ評価および比較を行った．
その結果，どちらの手法も一定の制御性能を示した．また，比較の点においては，スイッチン
グ手法の方が，スイッチングのタイミングで少し性能が低下するものの，全体的な制御性能と
しては，ゲインスケジューリングよりも優れた制御性能が得られることを確認した． 
 今後は，さらに外乱オブザーバによる手法との比較を行う予定である． 
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